


1

財 投政 融 資 活の 用 例

沖縄振興開発金融公庫 / 八重山観光フェリー（株）に対する融資
（離島観光や地域住民の足となる船舶建造を支援）/ 船舶 / 沖縄県石垣市 

清水町 / 公共事業等（図書館等複合施設整備事業）/ 清水町図書館・
保健センター複合施設（愛称：まほろば館）/ 静岡県駿東郡清水町 

新関西国際空港（株）/空港機能強化の推進/関西国際空港第一ターミナルビル/大阪府泉佐野市、田尻町、泉南市



2

財政投融資
1. 財政投融資とは何か

2. 予算とはどう違うのか

3. なぜ財政投融資を活用するのか

4. どのような分野に活用されているのか

5. どのように活用されてきたのか

6. 転機となった財政投融資改革

7. 財政投融資における健全性の確保のための取組

Ⅰ

財政投融資計画
1. 財政投融資計画策定の流れ
2. 新型コロナウイルス感染症対策としての

財政投融資の活用
3.「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための

総合経済対策」における財政投融資の活用
4. 令和３年度財政投融資計画のポイント

Ⅱ

参考
1. 財政投融資計画額の推移
2. 財投機関別内訳

Ⅲ

（上段左）自動車安全特別会計（空港整備勘定）/空港整備事業/那覇空港/沖縄県那覇市
（上段中央上）（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）/作業省力化及び生産性の向上/搾乳ロボット/岐阜県瑞浪市
（上段中央下）（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構/松尾八幡平地熱発電事業/松尾八幡平地熱発電所/岩手県八幡平市
（上段右上）（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）/スマート農業及び安定供給/完全人工光型植物工場/大阪府堺市
（上段右下）（株）海外交通・都市開発事業支援機構/インドネシア共和国のジャカルタ及びマカッサルにおける高速道路運営事業への出資/高速道路/インドネシア
（下段左）伊江村/辺地対策事業（まちづくり支援事業（スポーツ交流施設整備））/伊江村野球場/沖縄県国頭郡伊江村
（下段中央上）（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）/作業省力化及び生産性の向上/牛舎/岐阜県瑞浪市
（下段中央下）（独）福祉医療機構/医療貸付事業/（医）元生会森山病院/北海道旭川市
（下段右）（株）国際協力銀行/Moray Offshore Windfarm （East） Limitedに対するプロジェクトファイナンス/風力発電所/英国
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融資等

（財投機関）自己調達
（財投機関債）

〔38.3兆円〕

〔2.2兆円〕

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

〔0.4兆円〕

財投債

配当金等

政府保証債

国
民
・
企
業
・
地
域
　
等

・（株）日本政策金融公庫
・（株）日本政策投資銀行
・（株）国際協力銀行
・（独）国際協力機構　等

政策金融機関等

・（独）日本学生支援機構
・（独）石油天然ガス・金属
　　 鉱物資源機構　等

その他の機関

地方公共団体

財政投融資計画

NTT株等

財政融資
（財投特会）

産業投資
（財投特会）

政府保証

金 

融 

市 

場
融資

投資

3 年度
計画

40.9兆円

①財政融資（５年以上）
政策的必要性が高く、償還確実性のある事業に対して、主に長期・
固定・低利の融資を行います。

②産業投資
政策的必要性が高くリターンが期待できるものの、リスクが高いこと
などから民間だけでは十分に投資が進まない場合に、呼び水として
のリスクマネーを供給し、民間投資を喚起します。

③政府保証（５年以上）
財投機関が発行する債券や借入金を対象に政府が元利払いを保証
するものです。これによって、各財投機関はより有利な条件で円滑
に資金調達ができます。

財政投融資は、
①財政融資、②産業投資、③政府保証、を総称したもので
広く「財投」と呼ばれています。

1 財政投融資とは何かⅠ

財
政
投
融
資
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・予算では、主に国民から徴収した税金などを用いて、民間では対応が
難しい事業を実施し、お金は基本的に渡し切りです。

・これに対して、財政投融資は税金などを用いず国債によって調達した
資金などを原資として、採算性はあるが民間だけでは十分に資金が
提供されない事業を実施し、受益者が償還財源を負担します。

【一般会計補助金等の資金の流れ（イメージ）】

租税 補助金等 公共サービスの
提供

国
　
　
民

国
　
　
民

公 

的 

機 

関

国（
一
般
会
計
等
）

【財政融資の流れ（イメージ）】

財投債

利払・償還 利払・償還 償還財源の負担

（国の信用による低利調達） （長期・低利） 事業機関による
公的事業

融資
融資機関による
長期低利融資

金 

融 

市 

場  

受
　
益
　
者

財 

投 

機 

関

財 

政 

融 

資

2 予算とはどう違うのか Ⅰ

財
政
投
融
資

Ⅰ



5

3 なぜ財政投融資を活用するのか
Ⅰ

・公的事業の受益者がその利益に見合った費用や料金を負担すること
により、租税負担を抑制できます。

・財政投融資は、原資の回収を前提としているため、長期にわたり
事業活動に関与しガバナンス機能を発揮できます。

（株）日本政策投資銀行 /（株）Skydriveに対する出資（空飛ぶクルマの開発支援）/
空飛ぶクルマの社会実装に向けた実証実験/愛知県豊田市（写真提供：（株）Skydrive） 

（株）日本政策金融公庫（国民一般向け業務）/WOTA（株）に対する融資（H30年
資本性ローン実行：産投出資）（事業内容：世界初のポータブル型手洗い機等の開
発・販売）/WOSH（当社製品）/東京都豊島区 

（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）/ スマート農業及び安定供給 /
完全人工光型植物工場 / 大阪府堺市

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 / 整備新幹線事業 / 北海道新幹線 /
北海道～青森県 

（独）都市再生機構 / 賃貸住宅事業 / 賃貸住宅 / 神奈川県茅ケ崎市 三次市 / 過疎対策事業（三次地区拠点施設整備事業）/
湯本豪一記念日本妖怪博物館（三次もののけミュージアム）/ 広島県三次市 

Ⅰ
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4 どのような分野に活用されているのか
Ⅰ

日本私立学校振興・共済事業団 / 貸付事業（一般施設費）/
大阪電気通信大学 OECUイノベーションスクエア / 大阪府寝屋川市

（独）福祉医療機構 / 福祉貸付事業 /
（福）はなぞの保育園 / 埼玉県比企郡ときがわ町

Ⅰ

財政投融資は、政策金融機関や独立行政法人などの財投機関が
行う事業を通じて、様々な分野に活用されています。

信用力や担保力等の基盤が弱い中小企業・小規模事業者に対し、
資金繰り支援や経営転換のための資金供給などを行っています。

中小零細企業

自然条件に影響を受けやすい、生産サイクルが長いなどの特性
がある農林水産業において、設備投資等への資金需要に対応
するなどしています。

農林水産業

学生等に対する貸与型奨学金事業や、私立学校の施設整備など
に必要な資金の貸付けなどを行っています。

教育

医療法人や社会福祉法人等に対する融資を通じて、福祉施設や
医療関連施設の整備の推進などを行っています。

福祉・医療

Ⅰ
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東日本大震災などの災害に対応するため、災害復興住宅融資や
災害公営住宅の整備など、災害復興の事業などを行っています。 

住宅

産業の競争力強化やイノベーションの創出に必要なリスクマネー
の供給などを行っています。 

産業・イノベーション

空港や鉄道、高速道路の整備などの大規模・超長期のプロジェ
クトにおける、長期・固定・低利の財政投融資の活用によるプ
ロジェクトの推進・加速などを行っています。

社会資本

資源・エネルギーの安定的な確保や、日本企業の海外事業展開
の推進などを行っています。

海外投融資

地方公共団体が行う事業のうち、災害復旧事業、辺地・過疎対策
事業のように国が責任を持って対応すべき分野や、教育施設、上下
水道など住民生活に密着した社会資本整備などに活用しています。

地方公共団体

（独）都市再生機構 / 土地区画整理事業 /うめきた２期区域 / 大阪府大阪市 （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 / 松尾八幡平地熱発電事業 /
松尾八幡平地熱発電所 / 岩手県八幡平市

Ⅰ

財
政
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安定成長期～ポスト・バブル期
・1970 年代後半から1980 年代前半にかけて、住宅及び中小企業向け

の活用が増加し、生活環境整備（都市開発など）を加えると、財政
投融資全体の６割を占めるようになりました。

・バブル崩壊後の1990年代は、経済対策として公共事業が推進される
中、住宅向けの活用が増大しました。

戦後復興期～高度経済成長期
・基幹産業（石炭・鉄鋼・海運・電力等）の育成に力点が置かれました。

高度経済成長期に入り、欧米より遅れたインフラ整備やマイホーム取
得のために住宅分野にも活用されました。

【戦後復興期～高度経済成長期（主な活用事例）】
主 な 分 野 財 投 機 関 活 用 事 例

住宅 日本住宅公団 多摩ニュータウン、高島平団地の整備など

中小企業 中小企業金融公庫 ソニー（株）、京セラ（株）などの創業期・成長期に融資

社会資本整備
日本道路公団
日本国有鉄道
新東京国際空港公団

東名、名神高速自動車道などの建設
東海道・山陽新幹線の建設
成田国際空港の建設

産業 電源開発
日本開発銀行

電力供給のためのダム建設など（御母衣ダム）
基幹産業（石炭・鉄鋼・海運・電力など）に対する長期資金の供給

【安定成長期～ポスト・バブル期（主な活用事例）】

主 な 分 野 財 投 機 関 活 用 事 例

住宅 住宅金融公庫
宅地開発公団

住宅建設のための融資
千葉ニュータウンの開発など

生活環境整備
地域開発

住宅・都市整備公団
地域振興整備公団
水資源開発公団

都市の再開発（みなとみらい 21）、研究学園都市（筑波）の開発など
いわきニュータウン・長岡ニュータウンなどの開発、地方都市の再開発
水資源の開発・利用のため、奈良俣ダム、早明浦ダムなどの建設

中小企業 中小企業金融公庫
国民金融公庫 民間金融機関からの融通が困難な中小企業などに対する融資

社会資本整備 日本鉄道建設公団
空港整備特別会計など

長野新幹線などの建設
東京国際空港（羽田）の沖合展開・再拡張

5 どのように活用されてきたのか Ⅰ
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2000年代以降
・経済の成熟化、市場メカニズムの整備が進む中、平成13 年度に抜本

的な財政投融資制度の改革（１0 ページ参照）を実施しました。
・平成20年のリーマン・ショック後の経済危機や平成23 年の東日本

大震災への対応として、資金繰りに困難をきたしている企業に対する
支援（セーフティネット貸付や危機対応業務）、復旧・復興事業や防災・
減災対策に活用されました。

・令和２年度以降においては、 新型コロナウイルス感染症対策の一環
として、 中小・小規模事業者や中堅企業・大企業の資金繰り対策に
万全を期すため、実質無利子・無担保融資や資本性資金の供給等に
活用されています（13〜15 ページ参照）。

・加えて、 令和３年度財政投融資計画においては、イノベーションの
大胆な加速や、 現下の低金利状況を活用した、 生産性向上や防災・
減災、 国土強靱化等に資するインフラ整備の加速などに活用されて
います（17～22ページ参照）。

リー マン・ショック後 の 経 済・金 融 危 機 へ の 対 応
支 援 策 　内 容

中小・小規模事業者向けの
セーフティネット貸付

社会的要因などによって、一時的に売上高や利益が減少したものの、中長期的に業況の回復が見込める中
小企業などへの貸付けを行った。平成20〜22年度で累計約11兆円の信用供与を行った。

危機対応業務
リーマン・ショック後は大手企業でも社債による調達が困難になるなど、資金確保が難しい状況にあっ
た。企業の資金繰り悪化に対応するため、政府の経済対策を受けて、指定金融機関である（株）日本政策
投資銀行及び（株）商工組合中央金庫による危機対応融資の貸付けが行われた。
貸付実績は、（株）日本政策投資銀行で約3.7兆円、（株）商工組合中央金庫で約4.8 兆円となった。

海外事業支援緊急業務 日本企業の海外事業などを支援するため、（株）国際協力銀行が累計で約2.5兆円の信用供与を行った。

東日本 大 震 災 に 対 す る財 政 投 融 資 の 対 応

支 援 策 　内 容

企業等金融支援関連

（株）日本政策金融公庫は、中小企業・小規模事業者の経営安定を図るため、東日本大震災復興特別貸付
制度や、震災復興支援資本強化特例（被災中小企業向けの資本性劣後ローン）の創設などを行い、資金
繰り支援に万全を期している。また、被災事業者などの経営安定などのため、指定金融機関（（株）日
本政策投資銀行、（株）商工組合中央金庫）を通じた危機対応融資（ツーステップ・ローン）の拡充など、
必要な資金需要に対し資金供給を行っている。

地方 東日本大震災を教訓として行う緊急性・即効性のある防災・減災対策（公立学校施設の耐震化や河川
津波対策など）のための資金供給を行っている。

その他 被害を受けた住宅や医療・福祉施設の再建、復旧のための資金供給を行っている。

Ⅰ
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・改革以前は、郵便貯金や年金積立金の全額預託義務がありまし
たが、政策的に必要とされる資金の量とは関係なく原資が集ま
り、効率的な運用が行われていないなどの問題が指摘されてい
ました。

・財政投融資改革は、こうした点を踏まえ、財政投融資制度をより
効率的で、市場原理と調和のとれたものとするために行われ
ました。

問 点題
●資金の受動性：

●金利設定：
郵貯の経営安定や年金財政の安定等、預託者側の事情
に配慮し、預託金利が市場金利を上回る
⇨財投金利上昇（各機関の調達コスト上昇）
⇨補給金等の増大

●財政規律面：
政策コストを十分分析しないまま融資
⇨後年度負担の増大を招来

●資金の受動性：
郵貯・年金等の全額預託義務により、出口の資金需要
とは関係なく原資が集まる
⇨規模の肥大化、短期運用の増大（金融市場の歪み）

●郵便貯金・年金積立金の全額預託義務の廃止
⇨出口の資金需要に応じて財投債を発行し、原資を
　必要額だけ調達

●財投債を普通国債と区分することなく
　市場で発行

⇨国の信用を活用して低利で資金調達

●政策コスト分析の導入、情報開示の一層の徹底

●金利設定：
郵貯の経営安定や年金財政の安定等、預託者側の事情
に配慮し、預託金利が市場金利を上回る
⇨財投金利上昇（各機関の調達コスト上昇）
⇨補給金等の増大

●財政規律面：
政策コストを十分分析しないまま融資
⇨後年度負担の増大を招来

改 の革 ポ イ トン

改革（平成13年度）
【旧 財 投】 【新 財 投】

財 

投 

機 

関

金 

融 

市 

場

財 

投 

機 

関

財
投（
資
金
運
用
部
）

財 

投

郵 

貯

年 
金 年 

金 断ち切り
郵 

貯

+0.2%

運用

国債金利
+0.2%

預託

国債金利

必要額を
精査

財投機関債（自主調達）

貸付金利
≒国債金利

一括調達

財投債
（国債）

6 転機となった財政投融資改革 Ⅰ
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財政投融資のディスクロージャーの充実を図るため、財政投融
資を活用する事業の将来キャッシュフロー等を推計し、財投機
関における事業の見通しや財政投融資の償還確実性などを確
認するとともに、将来の国民負担として 「政策コスト」を算出・
公表しています。

政策コスト分析

資金の運用と調達の間の期間のミスマッチに起因する金利変動リ
スクを低減させるため、貸付金などの資産と財投債などの負債の
キャッシュフローから生じるギャップの解消に取り組んでいます。

資産負債管理（ＡＬＭ）

将来生じうる損失に備え、利益が発生した場合には総資産の
50/1000 を上限に積み立てています。

積立金

（法人等実地監査）
財政投融資の対象事業を行う独立行政法人などに対し、①財
政投融資の対象事業にふさわしい政策的意義、②財務の健
全性・償還確実性、③資金の適正な執行などの実態について
チェックしています。

（地方公共団体実地監査）
地方公共団体に対しても ①貸付資金の使用状況、②事業の成
果、 ③財務状況（償還確実性）などをチェックしています。

実地監査

Ⅰ
7 財政投融資における健全性の
確保のための取組

Ⅰ
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（参考）財政投融資分科会
国の財政全般の在り方を検討する財務大臣の諮問機関である財政制度等審議会の下に財
政投融資分科会が置かれています。財政投融資分科会は学識経験のある委員によって構
成されており、法律に基づき毎年度の「財政投融資計画」等についてあらかじめ意見を
述べることとなっています。

①財投機関を所管する各大臣は、一般会計などの予算要求と同時に、
財投機関の要求を取りまとめ、財務大臣に提出します。

②各財投機関の要求は、財政投融資分科会の意見聴取も行いながら、
財務省の理財局によって審査されます。

③このようにして編成された財政投融資計画は、予算と同時に閣議に
提出されます。

1 財政投融資計画策定の流れ

8月末 12 月末 1 月

各
省
庁
か
ら
の
予
算
の

概
算
要
求
と
同
時
提
出

財
務
省
関
係
部
局
間
・

財
務
省
と
各
省
間
で
調
整

財政投融資要求 財政投融資要求
の審査

予算と一体のもの
として閣議提出

予
算
の
成
立

予算査定

財
政
投
融
資
計
画

予
算

財政制度等審議会の
意見聴取

（法律で規定）

閣議決定概算要求

国 

会 

提 

出

Ⅰ
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2 新型コロナウイルス感染症対策として
の財政投融資の活用

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月７日閣議決定、同年４月20日変更）
を踏まえ、中小・小規模事業者や中堅企業・大企業等の資金繰り対策等に万全を期すため、令
和２年度第１次・第２次補正予算において、過去最大規模の財政投融資計画の追加を行いました。

【第1 次補正追加額：10兆1,877億円、第 2次補正追加額：39兆4,258 億円】

＜（独）福祉医療機構＞　
　【２年度１次補正追加：財政融資　   1,250 億円】
　【２年度２次補正追加：財政融資 1 兆 3,200 億円】

＜（株）日本政策金融公庫（農林）＞　
　【２年度１次補正追加：財政融資 2,700億円】
　【２年度２次補正追加：財政融資 3,180億円】

○ 新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した
医療・福祉事業者に対し、無利子・無担保等の優遇融資に
より資金繰りを支援。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に影
響が出ている農林漁業者に対し、実質無利子化・無
担保等での貸付けを行うことにより資金繰りを支援。

財政融資資金 財政融資資金

福祉医療機構 日本政策金融公庫（農林）

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた医療・福祉事業者

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた農林漁業者

貸付け 貸付け

融資 融資

＜沖縄振興開発金融公庫＞
　【２年度１次補正追加：財政融資 2,436 億円】　
　【２年度２次補正追加：財政融資 4,146 億円】　

＜（株）日本政策金融公庫（危機対応）＞
　【２年度１次補正追加：財政融資 ６兆円】　
　【２年度２次補正追加：財政融資 ９兆円、

政府保証 ６兆円】

＜（株）日本政策金融公庫（国民・中小）＞　
　【２年度１次補正追加：財政融資  3 兆 1,000億円】
　【２年度２次補正追加：財政融資 21兆 7,630 億円、

政府保証 	  5,000 億円】

○ 新型コロナウイルス感染症特別貸付の拡充等によ
り、中小・小規模事業者等の資金繰りを支援。特に
影響の大きい中小・小規模事業者に対しては利子補
給により実質無利子化・無担保での貸付けを行う。

○ 危機対応業務を拡充し、中小・中堅・大企業の資金繰
りに万全を期すとともに、民間金融機関からの金
融支援を促す資本性劣後ローン（５兆円程度）を実施。

○ 新型コロナウイルス感染症による影響を受けた中小・小規
模事業者の資金繰りを支援するため、新型コロナウイルス
感染症特別貸付等を拡充（新規貸付だけでなく借換も対象）。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者に資本
性劣後ローンを供給し、民間金融機関からの金融支援を
促しつつ、事業の成長・継続を支援する。

政
府

日
本
政
策
金
融
公
庫

（
危
機
対
応
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
を

受
け
た
事
業
者

　
指
定
金
融
機
関

商
工
組
合
中
央
金
庫

日
本
政
策
投
資
銀
行

財政
融資等

ツー
ステップ・
ローン

シニア
ローン

資本性
劣後
ローン

政府

日本政策金融公庫
（国民・中小）

新型コロナウイルス
感染症の影響を受けた
中小・小規模事業者

財政融資等

融資

強力な資金繰り対策
中小・小規模事業者、中堅・大企業向け

医療・福祉事業者、農林漁業者向け
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○ 日本政策金融公庫（国民・中小）、日本政策投資銀行・商工組合中央金庫（危機対応）
　公庫は、1 月の融資額は 3,000 億円弱にまで減少。ただし、例年の１月融資額は年末資金需要の反動減で 2,000 億円弱であり、
同月比較ではまだ高い水準。

○ 福祉医療機構
　病院・診療所及び社会福祉施設については、７月をピークとして１月にかけて減少傾向にあるが、引き続き、一定の資金需要は見込まれる。

※「１件あたりの融資額」は、78 百万円（平成30年度）から105 百万円（令和２年２月～令和３年１月）に増加。（中小）
※「飲食・宿泊業」の割合は、5.0％（平成30年度）から10.5％（令和２年２月～令和３年１月）に増加。（中小）

政府系金融機関等における新型コロナ関連融資の実績（令和２年度）
機関毎の融資額の推移（フロー）
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日本政策金融公庫（国民・中小） 融資決定金額 融資決定件数（億円） （件数）
（合計）
融資決定金額：12.0兆円
融資決定件数：699,353件
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日本政策金融公庫（危機対応） 融資決定金額 融資決定件数（億円） （件数）
（合計）
融資決定金額：2.1兆円
融資決定件数：268件
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商工組合中央金庫（危機対応） 融資決定金額 融資決定件数（億円） （件数）
（合計）
融資決定金額：2.2兆円
融資決定件数：29,325件

4,041
2,581
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0
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0

3,000
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500

福祉医療機構 融資決定金額 融資決定件数（億円） （件数）
（合計）
融資決定金額：1.4兆円
融資決定件数：25,863件

4,374

2,933 2,491 2,200
1,696 1,713

1,398

894 906 696
198

令和元年度の平均融資額       
191億円/月

2,595
令和元年度の平均融資額       

億円 /月
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（令和３年1月末時点）

ストックでは、１月末時点の合計で48兆円程度であり、単月当たりの増加額は約１兆円と過去１年間で最低水準となる。

注１：「政府系」は、日本政策金融公庫（国民・中小・農林）、DBJ・商工中金（危機対応業務）、
沖縄振興開発金融公庫、福祉医療機構によるコロナ関連融資額の合計。

注２：「民間」は、信用保証協会による保証承諾額（コロナ経営相談窓口を通じたセーフティ
ネット保証４号・５号及び危機関連保証等）。
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6.7

15.3

24.2

32.7

36.8 40.0

42.5 44.2

46.5 47.5

3.7
8.2

11.8 14.6
15.6

16.5 17.4 17.9

■ 合計
■ 民間金融機関
　 （信用保証付融資）
■ 政府系金融機関

3.0
7.1

12.4

18.1
21.1 23.5

25.2 26.3 27.9 28.5

18.6 19.0

国民生活事業 中小企業事業

コロナ前 現在 コロナ前 現在

新規割合（件数） 32.1% 43.0% 24.5% 47.2%

新規割合（金額） 26.9% 34.8% 20.9% 44.9%

平均融資金額 8 百万円 12 百万円 78 百万円 105 百万円

平均融資期間 6.4 年 9.0 年 8.2 年 9.5 年

融資先業種
（括弧内は割合）

卸売・小売（21.5%）
サービス（18.6%）
建設（18.2%）
飲食・宿泊（10.9%）

サービス（20.8%）
飲食・宿泊（18.9%）
卸売・小売（18.4%）
建設（15.4%）

製造（46.6%）
卸売・小売（17.2%）
サービス（9.4%）
建設（6.2%）
飲食・宿泊（5.0%）

製造（32.5%）
卸売・小売（22.1%）
サービス（14.9%）
飲食・宿泊（10.5%）
建設（8.9%）

（注）「コロナ前」は平成30 年度、「現在」は令和 2 年 2 月～令和 3 年 1 月の実績。
（出典）令和 2 年 10 月 27 日財投分科会資料を更新

政策対応に基づくコロナ関連融資額の推移（ストック）

コロナ前と現在の日本政策金融公庫の融資比較
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【４車線化による被災時の早期交通確保の例】 

１．現下の低金利状況を活かした国土強靱化など安全・安心の確保
高速道路の整備加速 都市再開発等の加速

【２年度３次補正追加】
＜（株）日本政策投資銀行＞	 財政融資 6,000億円の内数
＜（独）都市再生機構＞	 財政融資　 581億円
＜（一財）民間都市開発推進機構＞	 政府保証 　　20億円

【２年度３次補正追加】
＜（独）日本高速道路保有・債務返済機構＞　財政融資 5,000億円

○ 地方都市等における民間の都市再開発を促進。
○ 「高速道路における安全・安心基本計画」を踏まえ、防災・減災対策も含

めたネットワーク代替性確保、時間信頼性の確保、事故防止の 3 つの
観点から選定した優先整備区間の中から 4 車線化を実施。

安全性・信頼性等の向上のための暫定 2 車線の 4 車線化
（防災・減災対策等）

2．ポストコロナ時代の社会・経済構造変化への対応

○ ポストコロナを見据え、サテライ
トオフィス等の多様なオフィス需
要にも配慮した民間の拠点形成
の促進等、地域活性化を目指す。

サテライトオフィス等
< 多様なオフィス需要＞サテライトオフィス（イメージ）

デジタル社会の実現等に向けた取組支援
○ 財政投融資を活用した支援を行い、民間金融機

関の資金も巻き込み、デジタル化投資を推進。

○ 事業再構築の支援（リスクマネーとの組み合わ
せ、アドバイザリーの提供等）と一体で、既存
産業のＤＸを支援。

デジタル社会の基盤となる
「デジタル・インフラ」の整備
（５Ｇ通信網やデータセンター等）

1 事業者の「DX（デジタル・トランス
フォーメーション）」の支援

（ビッグデータ活用、ロボット等）

2

【２年度３次補正追加】＜（株）日本政策投資銀行＞ 財政融資6,000億円の内数

3「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための
総合経済対策」における財政投融資の活用

○ 災害時避難経路の確保等の防災機能強化にも資する都市再生を推進。
防災まちづくり

< 防災まちづくりのイメージ＞道路拡幅等を通じた、災害時避難経路の確保

グリーン社会の実現

国
（産業投資）

対象
グリーン社会の実現に向けて、洋上風力発電等の再生可
能エネルギー事業や低燃費技術の活用等により、資源や
環境の持続可能性を考慮した事業等への支援を想定。

【２年度３次補正追加】＜（株）日本政策投資銀行＞　産業投資200億円

呼び水
効果等　

民間金融機関・事業者

自己勘定
DBJ

　特定投資業務 グリーン投資促進ファンド

○ネットワーク代替性確保の観点
高知道（新宮IC～大豊IC）

○時間信頼性の確保の観点

常磐道（いわき四倉～広野）

○事故防止の観点

道央道（八雲～国縫）

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（令和２年 12 月８日閣議決定）に基づき、現下の低金
利状況を活かして、生産性向上や防災・減災、国土強靱化の加速を図ると共に、ポストコロナ時代の社会・経済構造
変化に対応した民間投資を促進するため、令和２年度第３次補正予算において財政投融資計画の追加を行いました。

【第３次補正追加額：１兆 4,341 億円】

○ 2025 年大阪・関西万博に向け、老朽化した関西国際空港第１ターミナルを関西エアポート（株）にて刷新。
○ 財政投融資を活用した支援により、事業費の一部を負担する新関西国際空港（株）を通じ、空港機能強化の取組を推進。
○ 羽田空港、新千歳空港、福岡空港、那覇空港において、滑走路の増設やターミナル地域の機能強化等を推進。

After

Before

国際線エリア一体化・拡大国際線エリア一体化・拡大

国内
線エ
リア
移転

コロナ感染症に対応した空港整備等
空港機能強化の推進 【２年度３次補正追加】＜新関西国際空港（株）＞　　　　　　　  財政融資 2,000億円

	 ＜自動車安全特別会計（空港整備勘定）＞　財政融資    540億円

福岡空港
滑走路増設事業

床面マーキングによる一定間隔の確保
（チェックインカウンター）

サーモグラフィーによる
体温測定

提供：関西エアポート（株）

＜関西国際空港第１ターミナル＞＜関西国際空港第１ターミナル＞ 国際線取扱能力 1,200 ⇒ 3,000 万人／年 国際線取扱能力 1,200 ⇒ 3,000 万人／年 
国際線出発エリア面積 ＋ 60％ 国際線出発エリア面積 ＋ 60％ 
保安検査場 4,500 ⇒ 6,000 人／時保安検査場 4,500 ⇒ 6,000 人／時
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4 令和３年度財政投融資計画の
ポイント

令和３年度財政投融資計画では、

等に取り組むこととしています。

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業・事業者への強力な支援
・イノベーションの大胆な加速と事業再生・構造転換
・低金利を活用した、生産性向上や防災・減災、国土強靱化等に資する

インフラ整備の加速

コロナ禍の影響を受けた企業・事業者や地方公共団体への支援、イノベーションの加速、
生産性向上、防災・減災、国土強靱化などに思い切った重点化（過去最大規模の財投計画）

　【令和３年度計画額：40 兆 9,056 億円】

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業・事業者への強力な支援
・ 資金繰り支援や資本性劣後ローンの供給等（日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫）

【財政融資 25 兆 2,407 億円】
・ 医療事業者等への支援（福祉医療機構）	 【財政融資　1 兆 6,898 億円】

○ イノベーションの大胆な加速と事業再生・構造転換
・ 「DBJ イノベーション・ライフサイエンスファンド」を設置し、日本医療研究開発機構 (AMED) 等とも連携して、

医療分野等のイノベーションに向けた投資を加速	 【産業投資 750 億円、事業規模 3,000 億円】
・ 民間金融機関が出資する投資子会社や民間ファンドに資本性資金を供給し、地域企業等の回復・構造転換を支援

【産業投資最大 1,000 億円、事業規模最大 4,000 億円】
・ 世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設（科学技術振興機構）	 【財政融資 4 兆円】

○ 低金利を活用した、生産性向上や防災・減災、国土強靱化等に資するインフラ整備の加速
・ 高速道路の暫定二車線の四車線化や整備新幹線、空港、都市鉄道の整備加速	 【財政融資 9,228 億円】
・ 地域の防災・減災、国土強靱化に資するライフラインや排水関連インフラの支援等	【財政融資 3 兆 6,847 億円】

区 分 2 年度 3 年度
1．資金繰り支援や企業の成長力強化等 47,950 266,466

うち 日本政策金融公庫 36,684 252,307
うち （国民一般向け業務） 20,340 93,013

（中小企業者向け業務） 9,454 49,354
（農林水産業者向け業務） 5,200 7,000
（危機対応円滑化業務） 990 100,990

沖縄振興開発金融公庫 1,266 5,159
日本政策投資銀行 9,000 9,000

2．インフラ整備の加速等 23,779 19,536
うち 日本高速道路保有・債務返済機構等 12,400 6,200

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 1,568 3,458
自動車安全特別会計（空港整備勘定） ー 1,178

（単位：億円）
区 分 2 年度 3 年度

3．日本企業の海外展開支援等 20,490 20,411
うち 国際協力銀行 12,435 11,650

国際協力機構 5,711 6,784
海外交通・都市開発事業支援機構 1,210 1,078
海外通信・放送・郵便事業支援機構 423 285
海外需要開拓支援機構 230 120

4．教育 • 福祉・医療 10,630 65,796
うち 日本学生支援機構 6,585 6,209

科学技術振興機構 ー 40,000
福祉医療機構 2,594 16,898

5．地方 29,346 36,847
財政投融資計画額 132,195 409,056

令 和３年 度 財 政 投 融 資 計 画 の ポイント

＜令和 3年度財政投融資計画額＞※計数は、財政融資、産業投資、政府保証の総計。
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Ⅰ

（株）日本政策金融公庫（国民・中小・危機対応）
○ コロナ対応について、融資実績や足元の感染状況等を踏まえつつ、3 年度も中小事業者等の資金繰り支援に万全

を期す規模の財政投融資を措置。
○ また、業態転換やデジタル化等により生産性向上に取り組む中小事業者等を支援。

【3年度：財政融資 23兆8,320億円、産業投資 37億円、政府保証 5,000 億円】

（株）日本政策投資銀行（DBJ ①）
○ 防災・減災、国土強靱化に資する都市再開発等や、DX（デジタル・トランスフォーメーション）推進に向けた 5G 通信

網整備等を支援。
【3年度：財政融資 4,500 億円、産業投資 1,750 億円、政府保証 2,750 億円】

具体的な事例

資本性劣後
ローン

＜新型コロナウイルス感染症特別貸付＞

財政融資等

融資

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

中小・小規模事業者

＜新型コロナウイルス対策資本性劣後ローン＞

財政融資
一般会計出資

融資

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

中小・小規模事業者

民間金融機関日本政策金融公庫
（国民・中小）

必要な長期事業資金の供給
 都市再開発や DX 推進のためのインフラ整備等

（例）サテライトオフィス（イメージ） （例）ソーラー発電（イメージ）

（例）通信インフラ基盤整備（5G）（イメージ） （例）AI・ロボット等を活用した
　　物流機能の高度化（イメージ）

財政投融資 （単位：億円）

財政投融資 （単位：億円）

( 合計 )

4,500

1,000

3,500

9,000

6,000

2,200

1,000

9,200

4,500

1,750

2,750

9,000

＜危機対応融資＞

財政融資等
ツーステップ・
ローン

政
府

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
を
受
け
た
事
業
者

日
本
政
策
金
融
公
庫（危

機
対
応
）

シニア
ローン

資本性劣後
ローン

　
指
定
金
融
機
関商

工
組
合
中
央
金
庫

日
本
政
策
投
資
銀
行

資本性劣後
ローン

政府政府

日本政策金融公庫
（国民・中小）

9,280

174

14,000

-

96,500

-

46,830

- - 2,500 2,500

24

9,454 14,000 99,000 49,354

990

-

60,000

-

90,000

-

100,990

- - 60,000 -

-

990 60,000 150,000 100,990

（1次） （   次）

20,300

40

17,000

-

121,130

-

90,500

- - 2,500 2,500

13

20,340 17,000 123,630 93,013

○日本政策投資銀行を通じたデジタル・トランスフォー
メーションの推進等

日本政策投資銀行を通じて、このほか、（中略）防災・減災、
国土強靭化に資する都市再開発や電力等のインフラ整備
等に対する支援を実施。

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合
経済対策」（抄） （令和 2 年12 月8日閣議決定）
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ライフサイエンス産業等の競争力強化（DBJ ②）
○ ライフサイエンス産業（特に創薬・バイオ）の競争力強化は、経済財政運営と改革の基本方針 2020 や今般の経済対

策においても、我が国産業の重点課題と位置付けられている。
○ DBJ では、これまでも、ヘルスケアを重点領域の一つに掲げ、我が国企業による海外創薬ベンチャー企業の買収等　

を支援してきたが、今後更に、以下の取組が重要。
①日本企業を通じた国内外ベンチャーへの戦略投資と日本企業への橋渡し
②日本の医薬品メーカー等のライフサイエンス企業の投資拡大の支援　等
→特定投資に「DBJ イノベーション・ライフサイエンスファンド」を設置し、日本医療研究開発機構（AMED）等

とも連携しながら取り組む。
【3 年度：産業投資 750億円（事業規模 3,000億円）】

地域企業等の回復・成長のための民間金融機関・ファンド支援（DBJ ③）
○ ポスト／ウィズコロナ下で社会・経済構造が変化する中で、日本経済を再び力強い成長軌道に戻すには、企業の事業構

造改革や業態転換のための投資を加速する必要。
○ その際、コロナ禍では、幅広い業種・極めて多数の企業に影響が生じており、公的機関の対応にとどまらず、民間の金

融機関やファンドが保有する資金・人材・ノウハウを動かしていくことが重要。

国内外のベンチャー企業
・国内外の有望なベンチャー企業及び
  ベンチャーファンドへの（共同）投資等

日本の医薬メーカー等の
ライフサイエンス企業 ※
・研究開発投資、事業拡大投資
※医薬、医療機器、バイオ・創薬分野への
　投資を行う本邦企業を支援

最先端技術へのアクセス、最高水準の人材獲得、
投資先情報の提供　等

DBJ
（特定投資業務）

DBJ
イノベーション・
ライフサイエンス

ファンド

投資

投資

産投出資

連携

国

AMED 等

民間の金融機関・ファンドによる取組を後押し・育成するための資本性資金（出資等）を供給
【3 年度：産業投資最大 1,000 億円（事業規模最大 4,000 億円）】

国

民間金融機関（地銀等）

投資子会社等 地
域
企
業
等

事業改革等の
ための投資を拡大

出資・
子ファンド設立等

民間ファンド
・サーチファンド
・事業承継ファンド 等

DBJ
（特定投資業務）

銀行の出資規制の
緩和等

産投出資 出資
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（国研）科学技術振興機構
○ 大学ファンドを創設し、その運用益を活用することにより、世界に比肩するレベルの研究開発を行う大学の共用施設や

データ連携基盤の整備、博士課程学生などの若手人材育成等を推進することで、我が国のイノベーション・エコシステ
ムを構築する。このために必要な運用原資として、財政融資資金を措置。

【3 年度：財政融資  4 兆円】　

　10 兆円規模の大学ファンドを創設※１し、その運用益を活用
することにより、世界に比肩するレベルの研究開発を行う大学
の共用施設やデータ連携基盤の整備、博士課程学生などの若
手人材育成等を推進することで、我が国のイノベーション・エ
コシステム※ 2を構築する。本ファンドへの参画に当たっては、
自律した経営、責任あるガバナンス、外部資金の獲得増等の
大学改革へのコミットやファンドへの資金拠出を求める※ 3とと
もに、関連する既存事業の見直しを図る。本ファンドの原資は、
当面、財政融資資金を含む国の資金を活用しつつ、参画大学や民
間の資金を順次拡大し、将来的には参画大学が自らの資金で基金
の運用を行うことを目指す。財政融資資金については、ファンド
の自立を促すための時限的な活用とし、市場への影響を勘案しな
がら順次償還を行う。安全かつ効率的に運用し、償還確実性を確
保するための仕組み※ 4　　 を設ける。
※ 1 大学改革の制度設計等を踏まえつつ、早期に 10 兆円規模のファンドの実現を図る。

※ 3 参画大学の指定等のため、必要な制度改革の検討を進め、速やかに結論を得る。

※ 2 生態系システムのように、それぞれのプレーヤーが相互に関与して、自律的にイ
ノベーション創出を加速するシステム。

※ 4 適時開示の趣旨を踏まえ、運用状況を適切な頻度で検証する態勢を整備し、運用
状況が一定の間、一定程度を下回る場合には、運用の停止や繰上償還等を含め、
運用の見直し等を行う旨を法律に規定するなど、所要の措置を講ずる。

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（抄）
（令和 2 年 12 月 8 日閣議決定）

安全性・信頼性等の向上のための暫定 2車線の 4車線化
（防災・減災対策等）

事業スキーム

事業スキーム

トップ研究大学等

大学・企業等

資金拠出
JST 債

政府

出資
財政融資
・時限的（50 年間）
・償還確実性の確保

運用益の一部

科学技術振興機構（JST）
運用委託

運用益
大学ファンド資産運用

機関

財政投融資 （単位：億円）

8,600

-

1,200

9,800

5,000

-

-

5,000

5,000

-

1,200

6,200

(  次 )
○ 「高速道路における安全・安心基本計画」を踏まえ、

防災・減災対策も含めたネットワーク代替性確保、時間
信頼性の確保、事故防止の 3 つの観点から選定した優
先整備区間の中から 4 車線化を実施。

【4 車線化による被災時の早期交通確保の例】

被災箇所

高速道路
株式会社

建　設
更　新

管　理

料 金 徴 収

（独）日本高速道路
保有・債務返済機構

高速道路の保有

債 務 返 済

（
債
務
の
借
換
）

資金の
借入

資産の
帰属

債務の
引受

貸付料の
支払

資産の
貸付

財政融資資金

政府保証債

財投機関債

（独）日本高速道路保有・債務返済機構
○ 平成30年度より、道路機構に対して財政融資資金を活用し、生産性向上や防災・減災対策のための高速道路ネッ

トワークの整備を加速。
○ 道路機構に対して引き続き財政融資資金を活用し、高速道路ネットワークの整備を加速。

【３年度： 財政融資 5,000億円、政府保証：1,200億円】

ネットワーク代替性確保の観点 時間信頼性の確保の観点 事故防止の観点
高知道（新宮IC～大豊IC）

常磐道（いわき四倉～広野） 道央道（八雲～国縫）
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財政投融資 （単位：億円）

3,000

3計画2当初計画

3,000

--

-

--

-

（注）建設勘定のうち、整備新幹線に関する金額を記載。

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（建設勘定）
○ 整備新幹線の建設には、国負担（公共事業関係費及び既設新幹線譲渡収入）、地方負担のほか、貸付料（既開業

及び既着工区間分を含む）を充てている。
○ 貸付料を返済財源とした前倒し活用をするに当たって、長期・固定・低利の財政投融資を活用することにより、

金利負担を縮減し、整備新幹線の整備を着実に実施する。
【3 年度：財政融資 3,000 億円】

自動車安全特別会計（空港整備勘定）
○ 国際的な人の往来再開も見据えて、コロナ対策の観点も踏まえつつ、現下の低金利環境を活かし、空港インフラ等

整備を実施。
【3 年度：財政融資 1,178 億円】

鉄
道
・
運
輸
機
構

J
R
各
社

財
投

①財投貸付

⑥貸付料による
償還

③鉄道施設の貸付

⑤貸付料

②建設

［建設主体］ ［営業主体］

④営業
国負担

地方負担

貸付料等
（前倒し活用の
借入金を含む）

1

2

【整備新幹線の財源スキーム】 【具体的なスキーム】

財政投融資 （単位：億円）

2当初計画 3 計画2補正追加
（3次）

-

-

- - -

- - -

1,178540

540 1,178

空港の機能強化等

羽田空港
　羽田空港のアクセス利便性向上を図るための空港アクセス鉄道の基盤施設整備や、航空保安施設等
の整備を実施。

福岡空港・那覇空港・新千歳空港等
　空港のゲートウェイ機能を発揮していくため、福岡空港においては滑走路増設事業、那覇空港及び新千歳
空港においてはターミナル地域の機能強化等を実施。

床面マーキングによる一定間隔の確保
（チェックインカウンター）

防災・減災・
老朽化対策

　台風や豪雨に備えた浸水対策等を行うとともに、地震災害時におい
て、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持
等を図るために必要となる基本施設等の耐震対策を実施。
　また、老朽化の進んでいる施設について効率的かつ効果的な更新・
改良を実施。

〈工事風景〉

サーモグラフィーによる体温測定
（着陸帯の冠水状況）

液状化層の地盤改良対策により、
舗装の損壊を防止

液状化層

非液状化層非液状化層

（排水機能の強化）

（地盤改良）

福岡空港
滑走路増設事業

提供：関西エアポート（株）

・浸水対策

・耐震対策
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（株）国際協力銀行（JBIC)
○ ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現を図るため、日本企業による、①脱炭素社会に向けた質の高

いインフラの海外展開やその他の海外事業活動、②サプライチェーンの確保・再編・複線化等による強靭化を支援。
【3 年度：財政融資 2,150億円、産業投資  600億円、政府保証  8,900億円】

（独）福祉医療機構
○ 福祉医療サービスの基盤強化の観点から、医療・介護・福祉施設の整備に係る資金需要に的確に対応するとともに、

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」の一環として、新型コロナウイルス感染症により休
業や事業を縮小した医療・福祉事業者への資金繰りを支援するため、必要な財政投融資を確保。　　　

【3 年度：財政融資 1兆 6,898 億円】

（注）特別業務の支援対象は、海外インフラ事業のうち一般業務ではリスクテイク 
　　　が困難なもの （平成 28 年 10 月開始）。

ポストコロナ成長ファシリティ（令和 3 年 1 月末〜）

財政投融資

外為特会貸付

国 その他金融機関等
JBIC

［ポストコロナ成長ファシリティ］

【イメージ図】

資金
供給

▶︎脱炭素社会に向けた質の高いインフラの海外展開等
▶︎サプライチェーンの確保・再編・複線化等による強靭化

【脱炭素社会に向けた質の高いインフラの海外展開等】【サプライチェーンの強靭化】
（例）LNG 開発・製造等事業 （例）洋上風力発電事業 （例）海外展開企業の買収

○ 新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した医
療・福祉事業者に対し無利子・無担保等の優遇融資により
資金繰りを支援。

< 新型コロナウイルス対応支援資金 >
【3 年度：財政融資 1 兆 4,026 億円】

政府 福祉医療機構
新型コロナウイルス 

感染症の影響を受けた 
医療・福祉事業者

財政融資 融資

○ 社会福祉事業施設や病院、介護老人保健施設等
を設置する場合等に必要な資金を融通。　　

＜通常融資（建築資金等）＞
【3年度：財政融資 2,872億円】

政府 福祉医療機構 医療・福祉事業者

財政融資 融資

財政投融資 （単位：億円）

12,435

2,810

800

8,825

11,525

2,200

8,625

700

910

610

200

100

10,740

1,540

8,700

500

910

610

200

100

11,650

2,150

600

8,900

3計画2当初計画

財政投融資 （単位：億円）

2当初計画 2弾力追加 3計画

16,89813,2002,594 1,250 7,930

2,594 1,250 13,200 16,8987,930

---- -

---- -

2補正追加
（1次）

2補正追加
（2次）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

（億円） （件数）
3,000

2,500

198

1,941

2,362 2,795

1,682
1,514 1,348

894

2,000

1,500

1,000

500

0 0

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

492

4,163
4,403

4,374

2,933
2,491

2,200

1,696

新型コロナウイルス対応支援資金実績（令和2年度） 融資決定金額
融資決定件数

（合計）
融資決定金額 1.3兆円
融資決定件数 22,752件
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1 財政投融資計画額の推移

［32.9］

［16.6］

［23.9］
［20.6］［19.0］［19.1］

［16.5］［14.9］ ［15.9］［15.1］［15.2］

［66.5］

（兆円）
70

60

50

40

30

20

10

0
平成 令和

平成

8 13 20 21 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

2415 18 21 25 26 27 28 29 30 令和 元

（年度）

改定額（補正＋弾力）
当初計画額

（注） 1. 財政投融資計画の運用に当たっては、予見し難い経済事情の変動その他やむを得ない事由があるときは、国会の議決の範囲内で財政融資又は政府保証を
 　　　増額することができることとされており、これによる増加額を「弾力追加」と呼称している。
　　 2. 当初計画ベース。[　]は補正による改定額及び弾力追加額を加えた計数。（令和３年２月末時点）
　　 3. 平成８年度は、一般財政投融資ベース。

財投改革
初年度

当初計画
過去最大

東日本
大震災

新型コロナウイルス
感染症対策等

財政投融資計画額の推移（フロー）

（参考）

（参考）
（兆円）
500

450

400

350

300

250

200

150

100

50

0
12 （年度末）2

（見込）
3

（見込）
令和元年度までは実績。令和2年度以降は、令和2年12月21日時点の見込であり、今後異同を生ずることがある。（注）

財政投融資計画残高の推移（ストック）

過去最大

リーマン・
ショック

17.6 16.2
14.6 14.5 13.1 13.2

40.9

13.5 15.1

18.4

［17.9］

40.5

417.8

354.0

275.5

201.9
175.7

169.3

32.5

13.9 14.9
15.9

162.2 154.3 150.9 148.1 142.5 138.9

189.2 215.8
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2 財投機関別内訳
財投機関とは、財政投融資を活用している機関を指します。それぞれの財投機関は特定の政策的役
割を担っており、令和３年度財政投融資計画では、以下のとおりとなっています。

（注）計数は、令和 3 年度当初計画額です。

機    関    名 財政融資 産業投資 政府保証 合計
（特別会計）
食料安定供給特別会計  10  -   -   10
エネルギー対策特別会計  112  -   -   112
自動車安全特別会計（空港整備勘定） 1,178 - - 1,178

（政府関係機関）
株式会社日本政策金融公庫  247,270  37 5,000 252,307
沖縄振興開発金融公庫  5,137  22  -  5,159
株式会社国際協力銀行  2,150  600  8,900 11,650
独立行政法人国際協力機構  6,144  -   640  6,784

（独立行政法人等）
日本私立学校振興・共済事業団  291  -   -   291
独立行政法人日本学生支援機構  6,209  -   -   6,209
国立研究開発法人科学技術振興機構  40,000 - -  40,000
独立行政法人福祉医療機構  16,898  -   -   16,898
独立行政法人国立病院機構  1,801  -   -   1,801
国立研究開発法人国立がん研究センター  15  -   -   15
国立研究開発法人国立成育医療研究センター  10  -   -   10
国立研究開発法人国立長寿医療研究センター  31  -   -   31
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構  541  -   -   541
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 3,458  34 - 3,492
独立行政法人住宅金融支援機構  431  -   2,200  2,631
独立行政法人都市再生機構  4,927  -   -   4,927
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構  5,000  -   1,200  6,200
独立行政法人水資源機構  10  -   -   10
国立研究開発法人森林研究・整備機構  51  -   -   51
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  6  342  -   348

（地方公共団体）
地方公共団体  36,847  -   -   36,847

（特殊会社等）
株式会社日本政策投資銀行  4,500  1,750  2,750  9,000
一般財団法人民間都市開発推進機構  -  -  350  350
中部国際空港株式会社 -  -  221 221
株式会社民間資金等活用事業推進機構 -  -  500 500
株式会社海外需要開拓支援機構 - 120  -  120
株式会社海外交通・都市開発事業支援機構 - 531 547  1,078
株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構  -  190 95 285

合     計  383,027 3,626  22,403  409,056

（単位：億円）
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お問い合わせ先
財務省 理財局財政投融資総括課
〒 100-8940 東京都千代田区霞ヶ関 3-1-1
電話番号 03-3581-4111（代）


